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羽田空港の機能強化について

1.区に寄せられたご意見について(令和5年6月20日時点)

項目件数

騒音129件

撤回・改善要求147件

区の対応に関する意見83件

安全性37件

コロナウイルス・減便12件

その他196件

合計604件

2.区の騒音測定について

(1)年間∠d,。と基準適合状況について

羽田新飛行ルートについて、区では、令和2年度より2か所の測定地点(立

会小学校および台場小学校)において航空機騒音を測定し、測定日ごとの結果

を月単位で公表してきた。

令和2年度および3年度の年間Ldenと基準適合状況は以下の通り。いずれの

年度においても環境基本法に基づく環境基準に適合している。

測定地点地域の類型基準値令和2年度ムlen[dB]令和3年度ムlen[dB]基準適合状況

立会小学校1574547○

台場小学校H624647○
※1

※2

※3

年間Ldenは、当該測定地点において1日ごとのLdenを算出し、全測定日

についてパワー平均し算出した値である。

環境基準(Lden)の基準値は1類型(住居系地域)がLden57dB(デシベ

ル)以下、II類型(その他の地域)がLden62dB以下である。

基準適合状況は、○が基準適合、×が基準超過を示している。

(2)令和3年度の月別測定結果について

令和3年度の月別測定結果は、別紙1の通り。

3. 国による防音工事助成について

国では公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

に基づき、空港周辺の関係住民の生活の安定及び向上を目的として「空港周辺

の環境対策事業」を実施している(別紙2参照)。



羽田空港新飛行経路に係る航空機騒音の測定結果(令和3年度分)

測定月南風の運用日数立会小学校台場小学校最大騒音レベル(dB)騒音発生回数最大騒音レベル(dB)騒音発生回数

最大値最小値平均値60dB未満60～69dB70～79dB80～89dB90dB以上最大値最小値平均値60dB未満60～69dB70～79dB80～89dB90dB以上

令和3年04月1982.959.174.731423518085.458.373.11814880450

令和3年05月2187.057.574.91716249313085.057.472.96317494250

令和3年06月2282.157.874.9128341610085.357.172.34215774410

令和3年07月1681.958.775.211183597080.757.772.22911069410

令和3年08月2184.460.875.4095538084.957.772.314170101230

令和3年09月880.859.274.76341785082.957.172.2206233810

令和3年10月984.958.575.04452375082.957.972.0467841710

令和3年11月1181.458.074.7211431710080.457.372.52311258420

令和3年12月779.760.074.60301500081.258.672.6114530510

令和4年01月279.360.273.9039690079.558.772.833113200

令和4年02月581.857.174.91271536077.856.971.7137725700

令和4年03月1282.159.574.92793123088.058.973.01611466520

年間15374.958782358875072.529812786894220
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最大騒音レベル(単位:デシベル(dB))とは、個々の航空機騒音の発生ごとに観測される騒音レベルの最大値である。

最大騒音レベルの平均値とは、エネルギー平均した値である。

騒音発生回数とは、測定地点において発生した航空機騒音すべてのうち、騒音レベルの最大が直前の暗騒音レベルから10dB以上大きいもののみ集計した回数である。

偶発的に発生し瞬間的に最大騒音レベルが大きくなる現象が確認されており、最大騒音レベルの最大値が高く表示されている測定日がある。

別紙１



①教育施設等防音工事補助の概要 ⑲国土交通省
●

1.学校、病院等防音工事補助(騒防法第5条)

●空港周辺地域において騒音の影響を受ける(概ねLden57dB以上の区域)教育施設、医療施
設等の防音工事に対して補助。【補助率100%※】

●防音工事で設置した空気調和設備で設置後15年以上経過し、機能低下が著しい場合、更新工事
に対し補助。【補助率75%※】

※補助率は学校の一般的な率を示しており、病院などの施設種別や工事の種別により補助率は異なります。

・防音工事例

室内側に防音サッシを取付た例 空調機(エアコン)の設置例

驚癬鍛鍮綴讐毒,

謄

4 ぬ、 ▼

防音工事の具体例(補助対象となる部屋)

・外部に面する遮音性のない窓、扉⇒防音窓、扉に改造

・遮音性がない換気扇⇒遮音性のある換気扇に更新

・エアコンの動作不良⇒新しいエアコンに更新など

〆

r°颪ゐτ品「ド邑b臥罰鹸∫房擬「'一'一'一'一'一'、

i・難鵠蒙E蓬募邑讐章コ芒箏蓑整ご箋崖甕碁享鉾区域)ではなく・補助対象の!
i・実際の補助対象の判断については・告示及び要綱等に基づき判断すること!
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①教育施設等防音工事補助の概要 ⑲国土交通省

1.学校、病院等防音工事補助(騒防法第5条)【続き】
・対象施設(アンダーラインの施設が平成30年4月に追加した施設)

・学校(学校教育法第1条)幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高等専門学校

・病院(医療法第1条の5第1項)

・保育所(児童福祉法第39条第1項)

・障害児入所施設(児童福祉法第42条)

・児童発達支援センター(児童福祉法第43条)

・「='='壬的云を行う施き(児童福祉法第6条の3第9号)

・小夫莫保去事を行う施設(児童福祉法第6条の3第10号)

・事　内去事を行う施言(児童福祉法第6条の3第12項)

・・児去を行う施言※(児童福祉法第6条の3第13項)※児童の居宅、不特定の者の用に供されない施設を除く。

・身体障害者福祉センター(身体障害者福祉法第31条)

・障害者支援施設又は障害福祉サービス事業を行う施設(障害者の日常生活を総合的に支援するための法律第5条第11項及び同条第1項)

・幼保連携型認定こども園(就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第2条第7項)

・乳児院(児童福祉法第37条)

・診療所※(医療法第1条の5第2項)※6床以上のものに限る

・特別養護老人ホーム(老人福祉法第20条の5)

・訊ロ2∫畜瀞言(厚生労働省が定める「認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書」の交付を受けている施設)【予算補助】

2.共同利用施設整備補助(騒防法第6条)【参考】
●

●

空港周辺地域(概ねLden57dB以上の区域)において、共同利用施設、公民館の整備や防音
工事に対して補助。【定額補助】

施設整備や防音工事で設置した空気調和設備で設置後15年以上経過し、機能低下が著しい場合、
更新工事に対し補助。【補助率2/3以下】

・対象施設

○学習、集会等の用に供するための施設○その他の一般住民の生活に必要な共同利用施設

①一般住民の学習、保育、休養又は集会の用に①有線ラジオ放送の業務を行うための設備
供するための施設②その他国土交通大臣が指定する施設
・学習等供用施設、公民館・老人デイサービスセンター、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター

・社会教育のための集会所及び隣保館、図書館、青年の家4


